
　　　注記事項（第40条関係）

　　　1.引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

　　　　(1) 引当金の計上基準

　　　　　　徴収不能引当金

　　　　　　　未収入金・貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上することとしている。

　　　　　　賞与引当金

　　　　　　　教職員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上している。

　　　　　　退職給与引当金

　　　　　　　教職員に対する退職金の支給に備えるため、（公財）私立大学退職金財団加入者については、期末要支給額

　　　　　　　4,377,901,400円の100％を基にして、同財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を

　　　　　　　加減した金額を計上している。（公財）兵庫県私立学校教職員退職金財団加入者については、期末要支給額

　　　　　　　553,707,700円から同退職金財団よりの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。また、役員

　　　　　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100％を計上している。

　　　　(2) その他の重要な会計方針

　　　　　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

　　　　　　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

　　　　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務に

　　　　　　　ついては、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　　　　　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　　預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　　　　教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　　　　　　　教育研究活動に付随する活動に係る収入と支出は総額で表示している。

　　　　

　　　　2.重要な会計方針の変更等　　　

　　　　(1) 改正後の学校法人会計基準（昭和46 年文部省令第18 号）の適用

　　　　　　　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第28 号）に基づく改正後

　　　　　　　の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

　　　　(2) 賞与引当金の計上

               学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

             これにより期⾸に計上すべき額として特別収⽀に386,324,000円を計上し、当年度に賞与として⽀給した額から

             特別収⽀の計上額を除いた額及び⽀給は翌年度であるが当年度の⽀給対象期間に相応する額として、

             ⼈件費に2,220,107,562円を計上している。

　　           この結果、従来の⽅法と⽐較して教育活動収⽀差額、経常収⽀差額が8,608,000円増加し、基本⾦組⼊前

             当年度収⽀差額が377,716,000円減少している。

　　　　

　　　　3.減価償却額の累計額の合計額　 47,504,237,742円

　　　　

　　　　4.徴収不能引当金の合計額　　 　 4,812,722円

　　　　

　　　　5. 担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

              土　　地 3,000,000,000円

              建　　物 25,184,578円

　　　　

　　　　6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 2,235,916,720円

　　　　

　　　　7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　　　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　



　　　　8.セグメント情報 (単位 円)

                                セグメント

科　　目
大学 中学校・高等学校 その他 合計

教育活動収入計 17,053,094,551 1,184,203,208 0 18,237,297,759

教育活動支出計 16,686,527,355 1,293,266,248 251,756,143 18,231,549,746

教育活動収支差額 366,567,196 △ 109,063,040 △ 251,756,143 5,748,013

教育活動外収支差額 660,842,620 △ 20,456,191 0 640,386,429

経常収支差額 1,027,409,816 △ 129,519,231 △ 251,756,143 646,134,442

特別収支差額 △ 325,900,787 △ 35,568,886 0 △ 361,469,673

基本金組入前当年度収支差額 701,509,029 △ 165,088,117 △ 251,756,143 284,664,769

基本金組入額合計 △ 1,236,287,618 △ 273,886,348 0 △ 1,510,173,966

当年度収支差額 △ 534,778,589 △ 438,974,465 △ 251,756,143 △ 1,225,509,197

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであり、必ずしも理事会が経営資源の配分の決定

         及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなっていない。

（注２）各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「大学」「中学校・高等学校」「その他」に区分している。「中学校・高等学校」には、

　　　　　神戸学院大学附属中学校、神戸学院大学附属高等学校を含んでいる。「その他」には、学校法人部門を含んでいる。

（注３）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和55 年11 月４日付け文管企第250 号文部省管理局長通知「資金収支内訳

　　　　　表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用している。

　　　　9.重要な偶発債務　　　なし

　　　　10.子法人に関する事項

　　　　　（１）子法人の概要

子法人の
名称

事業内容 資本金の額

学校法人の出資金
額等及び当該会社
の総株式等に占め
る割合並びに当該
株式等の入手日

議決権
の所有
割合

役員の兼任等

他の注記事項との関係

出資
会社

関連
当事者

学校法人
間
取引

株式会社　
神戸学院パートナーズ

保険代理店業　他  9,000,000円

令和2年11月6日　
9,000,000円
9,000株
総出資金額に占める割合
100％

100%

兼任8名
代表取締役社長
（法人事務局長）
取締役
（学長、部長、附属学校校長）
監査役
（部長）

関係あり 関係あり

　　　　　（２）学校法人と子法人の取引の関連図

学校法人神戸学院
　　　　下宿紹介、自販機管理、事務業務の業務委託、物品の調達等

株式会社神戸学院
パートナーズ———————————————▶

　　　　　（３）子法人との取引の状況 　　（単位：円）    

子法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

株式会社　
神戸学院パートナーズ

下宿紹介、自販機管理、事務業務の業
務委託、物品の調達等

87,587,708未払金 0

受入配当金 0 － －

受入寄付金 0 － －

施設設備利用料 ※ 15,373,678 － －

雑収入 6,767,495 － －

　※このうち14,115,700円については、当学校法人の施設使用料金の収受代行による受入である。

　　　　　（４）子法人の債務に係る保証債務

　　　　　　　　　学校法人は子法人について債務保証を行っていない。



　　　　11. 学校法人の出資による会社に係る事項

            当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　　　（１）当該会社の概要

法人名称 事業内容 資本金の額

学校法人の出資金
額等及び当該会社
の総株式等に占め
る割合並びに当該
株式等の入手日

他の注記事項との関係

子法人 関連当事者

株式会社　
神戸学院パートナーズ

省略 省略 省略 関係あり 関係あり

　　　　　（２）当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

子法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

株式会社　
神戸学院パートナーズ

省略

　　　　12. 関連当事者との取引の内容に関する事項

            関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 (単位 円)

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は
出資金

事業内容
又は
職業

議決権
の所有
割合

関係内容
取引
の
内容

取引
金額

勘定
科目

期末
残高

他の注記事項との関係

役員の
兼任等

事業上
の関係

子法人
出資
会社

学校法人
間
取引

関係
法人

株式会社　
神戸学院
パートナーズ

兵庫県神戸市
中央区港島１
丁目３番地１１

省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 省略 関係あり 関係あり

　　　　13.学校法人間の財務取引　　　なし

　　　　14.重要な後発事象　　　なし

　　　　15.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　　　（1）有価証券の時価情報

　　　　　　①総括表 (単位 円)

当年度（２０２６年３月３１日）

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 2,925,735,866 3,093,697,861 167,961,995

（うち満期保有目的の債券） (0) (0) (0)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 22,075,255,180 19,982,836,468 △ 2,092,418,712

（うち満期保有目的の債券） (19,700,050,000) (17,843,957,000) (△1,856,093,000)

合計 25,000,991,046 23,076,534,329 △ 1,924,456,717

（うち満期保有目的の債券） (19,700,050,000) (17,843,957,000) (△1,856,093,000)

時価のない有価証券 9,000,000

有価証券合計 25,009,991,046

　　　　　　②明細表 (単位 円)

種類
当年度（２０２６年３月３１日）

貸借対照表計上額 時価 差額

債　　  券 19,700,050,000 17,843,957,000 △ 1,856,093,000

株　　  式 5,008,215 121,272,606 116,264,391

投資信託 4,295,932,831 4,140,966,755 △ 154,966,076

貸付信託 0 0 0

その他 1,000,000,000 970,337,968 △ 29,662,032

合　　  計 25,000,991,046 23,076,534,329 △ 1,924,456,717

時価のない有価証券 9,000,000

有価証券合計 25,009,991,046

　　　　（２）その他

　　　　　外郭団体（同窓会・教育後援会・各学部学会口・科研費口座等）からの預り資産について、資産の部「その他の固

　　　　　定資産（同窓会等預り資産）」と負債の部「固定負債（同窓会等預り金）」として同額を計上している。


